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1-1 メディアとデジタルコンテンツ

コンテンツビジネスのためのテクノロ
ジー動向

中島 由弘 ●インプレスイノベーションラボ編集委員

AI（人工知能）、VR（仮想現実）、AIアシスタントなど、メディアを賑わ
す新たな技術はメディア企業でも利用され始めている。2017年はさら
にその応用事例も登場、よりリッチな表現やサービスが期待される。

■話題の要素技術とメディアへの応用
　2016年にブレークした技術トピックスといえ
ば、間違いなく「AI（人工知能））「VR（仮想現
実））「AIアシスタント」「IoT」「ドローン」「～
テック（フィンテック＝金融とIT技術、ヘルス
テック＝医療とIT技術など、多分野とIT技術の
応用）」などであろう。これらの単語は、連日の
ように新聞紙上やウェブメディアを賑わしている
ので、異論はないと思う。
　この数年、ハードウェアの性能が上がったり、
小型化が進んだりはしたが、技術による本質的な
変革は感じることが少なくなっていた。が、ここ
に来て、「IT革命第二幕」とも呼べる大きな転換
期を一気に迎えたと言ってもよいだろう。
　では、これらの技術はメディア業界にどのよう
な影響を与えるのだろうか。決して、他産業で利
用される最新技術を報じているだけでは済まなく
なっていて、メディア産業そのものがこれらの技
術を使い、新たな価値を創出していくことが必要
になる。
　ここでは、そうした次世代メディアテクノロ
ジーの観点で最近の技術を考察し、2017年度の
展望として掲げたいと思う。

■AI技術による翻訳性能の向上
　機械翻訳といえば、もう何十年もその性能はあ
まり変化がなく、「使い物にならない」という印
象が強かった。一定以上の翻訳品質を期待するな
ら、「専門辞書」と呼ばれる用例を人間が整備し
たり、特定の言い回しを覚えさせたりといった手
間をかけていくことが必須だった。しかし、それ
に時間をかけたところで、出てくる翻訳文は中学
の学校英語の領域を超えられず、「これだけIT技
術が進歩しても、ここまでか」と、自然言語の処
理についての難しさを痛感させられてきた。
　しかし、AI、とりわけ機械学習が実用化された
ことで、機械翻訳の質が大幅に改善されてきた。
グーグル翻訳、マイクロソフト翻訳のような無償
のサービスでも、それは体感することができる。
もちろん、文芸書のように芸術性が高いものを著
名な翻訳者が訳したようなレベルには到達して
いないが、事実が書かれている英文マニュアルな
ど、技術文書であれば、比較的自然に読める日本
語への翻訳が期待できる。
　これは英語の苦手な日本人にとっては朗報であ
ると同時に、メディア企業にとっては翻訳作業の
支援として使えそうなレベルにある。また、海外
へのリーチが難しいとされてきた日本語の文書
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を、英語圏（あるいは中国語圏や韓国語圏などで
も）の人々に読んでもらえるチャンスにつながる
だろう。
　いったん英語になれば、日本語とは比べものに
ならないほどのリーチが期待できる。そして、概
略を知ってもらったうえで、必要であれば人の手
でブラッシュアップするなり、本格的な翻訳をす
ればよい。少なくとも、各社のウェブページで出
版物の紹介ページに「翻訳ボタン」を置いておく
ことはムダではなくなりつつある。
　言語的な孤島にある日本の出版社としては、こ
うした技術をうまく使うことが国際化に対応する
ための工夫のしどころだろう。

■VRを使ったコンテンツ表現
　2016年の後半になり、VRを使ったコンテンツ
がいくつも開発されている。YouTubeのような
動画サイトでも見ることができるが、2016年末
には有名アーティストのライブを配信することも
試みられた。
　VRの映像を閲覧するためには専用のゴーグル
が必要になる。本格的なものは十万円以上するの
で、万人が試せるものとは言いにくいが、厚紙で
箱型に組み立てたゴーグルにスマートフォンを
装着するだけでも簡易なVRが楽しめる。たとえ
ば、旅行雑誌、鉄道雑誌などがVR映像を配信し、
こうした厚紙ゴーグルを付録にすれば、スマート
フォンを使って誌面と連動させて、よりエンター
テインメント性の高い映像を楽しむことは、すで
に可能な段階にある。
　いまや、印刷メディアとインターネット上のコ
ンテンツをURLやQRコードで関連付けることは
当たり前となっているが、今後はさらにこうした
マルチメディア的な素材を使った表現も活発にな
るだろう。

■AIアシスタントによるコンテンツ配信
　AIアシスタント（または、スマートアシスタ
ント）とは、SNSのようなチャットインタフェー
スや音声インタフェースを使って、人間と対話
をするシステムのことである。特に、音声認識を
して、音声を発するだけではなく、コンテキスト
（話の流れやその背景）までも理解をして、より
適切な回答をするサービスのことを言う。
　NTTドコモが開発した「しゃべってコンシェ
ル」、アップルのSiri、マイクロソフトのコルタナ
などで知られるようになったが、エンジンとして
AIが組み込まれることで、より適切な回答が返せ
るようになってきている。
　とりわけ注目すべきは、アマゾンが米国と欧州
で発売しているエコーというアプライアンス（単
独で機能するネットワークデバイス）である。ま
た、2016年秋にはグーグルもホームというアプ
ライアンスを発売している。残念ながら、日本語
の認識技術がいまだ実装されていないために日本
では未発売となっている。
　こうしたデバイスを使ってコンテンツ配信を始
めている出版社の例がすでに見られる。米国の大
手雑誌出版社であるハーストは、衣服の染み抜き
方法など生活の知恵を、音声によるやりとりで配
信する。そのほか、パソコンの操作方法、料理の
レシピ、旅行予約など、AIアシスタントデバイス
が対応できそうな用途はいくつも考えられる。そ
して、そのための情報ソースはそれぞれの分野の
コンテンツホルダーが蓄積しているはずで、それ
らをAIで扱えるようにすればよいだけだ。

■チャットインタフェースを使ったコン
テンツ配信
　インターネットでのコミュニケーション方法と
いえば、長らく電子メールが主流であった。この
数年、SNSが普及し、主にプライベートではタイ
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ムライン型チャットインタフェースでのコミュニ
ケーションが増加した。
　一方、ビジネス分野では相変わらずメールが
主流だが、スラック、フェイスブックメッセン
ジャー、スカイプ、ハングアウトなど、ビジネス
で利用することが想定されているチャットアプリ
が普及しつつあるのも2016年の特徴と言えるだ
ろう。
　このチャットインタフェースへのコンテンツ配
信もすでに始まっている。米国ではハーバードビ
ジネスレビュー誌がスラック向けに記事を配信し
ている。特に長い記事ではなく、ビジネスティッ
プス的な内容のようだ。
　日本でもイード社がクルマ情報のウェブマガジ
ン「レスポンス」のコンテンツをフェイスブック
メッセンジャー向けに配信開始した。単に記事や
写真を配信するだけでなく、ユーザーがチャット
インタフェースで指示を出したり、リクエストを
送信したりすることで、個別の対応もするAI機
能を持つとされている。
　すでに、多くのユーザーが、日常生活における
多くの時間をチャットインタフェース上で過ごす
ようになっていることから、ここがコンテンツ配
信の主要な場になるのではないかということは容
易に塑像できる。
　出版社はコンテンツをマイクロ化し、いかに必
要な情報を配信するかという企画が求められるよ
うになるだろう。

■権利処理とデジタルアセットマネジメ
ントの重要性が増す
　コンテンツホルダー、つまり著作権者や出版権
者にとって、必要な情報を必要としている人に届
けることは重要な問題だが、その手法がデジタル
技術によって多様化している。しかも、あらかじ
め設計され、完成されたパッケージとして届ける
のではなく、読者ニーズに応じてAIが情報の最適
化をしたり、従来の出版メディアで扱えないVR
のような表現方法や音声などを取り入れたりする
ことは、今後も必要になってくるだろう。
　だからといって、こうした技術の開発にコンテ
ンツホルダー各社が資金や人材を投じる必要はな
い。最近ではオープンイノベーションという考え
方が定着しつつある。これは、得意分野を持つ各
社が協力関係を築きながら、スピード感を持って
1つの目標を達成するという方法だ。コンテンツ
ビジネスの場合なら、デジタル配信技術を持って
いる企業や、研究開発に先行投資が可能なプラッ
トフォーム企業との協力関係を構築する、という
ことになるだろう。
　その際、コンテンツホルダーにとって重要なこ
とは、コンテンツのデジタル化や利用がスムーズ
に行えるような権利処理、そしてデジタルアセッ
トマネジメント（資産として、いつでも再利用可
能な形態でのコンテンツ管理）である。もはや、
DTPソフトで文字組版や図表を制作し、2次元の
印刷物として完成すればよい、という時代ではな
くなっている。これについては電子書籍への対応
で学んだ人たちも多いと思われるが、そうした対
応はさらに強く求められるようになる。
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